
法人の概要

　
１　大学の沿革と現状

（１）　沿革
　　　平成１１年（１９９９年）４月　　文星芸術大学　開学
　　　平成１５年（２００３年）４月　　文星芸術大学大学院修士課程　開設
　　　平成１７年（２００５年）４月　　文星芸術大学大学院修士課程を博士課程（前期）とし、博士課程（後期）を開設
　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　文星芸術大学マンガ専攻増設
　　　平成２０年（２００８年）４月　　文星芸術大学アニメーション専攻増設

（２）　大学の専攻の変遷
　　　　　　区　分/年　度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
日 本 画 ○ ○ ○ ○ ○ ○
油 画 ○ ○ ○ ○ ○ ○
彫 刻 ○ ○ ○ ○ ○ ○
デ ザ イ ン ○ ○ ○ ○ ○ ○
デ ジ タ ル 映 像 ○ ○ ○ ○ ○ ○
マ ン ガ - ○ ○ ○ ○ ○
ア ニ メ ー シ ョン - - - - ○ ○
染 織 ○ ○ ○ ○ ○ ○
陶 芸 ○ ○ ○ ○ ○ ○
芸 術 理 論 ○ ○ ○ ○ ○ ○

※①　　彫刻は、平成１５年度は彫刻造形
※②　　デジタル映像は、平成１８年度までデジタルグラフィックス
※③　　染織は、平成１５年度はテキスタイル
※④　　芸術理論は、平成１５年度は美学美術史

（３）　学部、学科及び収容定員
区　分 学　　部 学　　科 入学定員 編入学定員 収容定員
大　学 美術学部 美術学科 １３５人 ３年次５人 ５５０人

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員
大学院 芸術研究科 美術専攻 ２０人 ４０人 ５人 １５人

（４）　教員数（本務者）の推移（学校基本調査）
区分/年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
学　　長 1 1 1 1 1 1
副学長 1 1 1 1 1 1
教　　授 21(17) 20(13) 19(13) 18(12) 19(12) 19(12)
准教授 4 5 6 10 10 10
講　　師 4 5 5 3 5 6
助　　教 － － － 2 4 3
助　　手 2 2 2 － － －
計 33(17) 34(13) 34(13) 35(12) 40(12) 40(12)

※（　　）は大学院担当者で内数

財　　務　　情　　報

※　　　平成１５年度まで呼称していた「コース」は、平成１６年度以降は「専攻」に名称変更し、各専攻も下記の通り名称
　　　変更された。

博士課程（前期）

　平成８年４月に宇都宮女子商業高等学校を「宇都宮文星女子高等学校」へと校名変更を行う。
　平成１０年１２月に文部科学大臣の「文星芸術大学（美術学部）」設置認可を受け、平成１１年４月に開学する。
　平成１５年４月に宇都宮学園高等学校を「文星芸術大学附属高等学校」と校名変更する。

区　分

　平成１６年１２月に栃木県知事の「文星芸術大学附属中学校」設置認可を受け、平成１７年４月に開学する。

博士課程（後期）

　学校法人宇都宮学園は、現在、文星芸術大学、宇都宮文星短期大学、文星芸術大学附属高等学校、宇都宮文星女子高
等学校及び文星芸術大学附属中学校を設置している。その揺籃は、明治４４年、学園の創立者上野安紹が「私立宇都宮
実用英語簿記学校」を創立したことから始まり、同学校は大正４年に「私立宇都宮実業学校」、大正１１年には「栃木県宇都
宮実業学校」と改称し、その源流下にある現・文星芸術大学附属高等学校は平成２３年に満１００周年を迎える。

　昭和４年に現・宇都宮文星女子高等学校の前身である「宇都宮女子実業学校」を創設し、昭和１８年に栃木県宇都宮実
業学校は財団法人に組織変更し、同じく宇都宮女子実業学校は「財団法人宇都宮女子商業学校」に組織変更する。

　昭和６３年１２月に文部大臣の「宇都宮文星短期大学（文化学科・美術学科）」設置認可を受け、平成元年４月に開学する。

　戦後、昭和２５年に学校法人宇都宮学園に組織変更し、校名を宇都宮学園高等学校（男子部・女子部）とし、昭和２８年女
子部を宇都宮女子商業高等学校と改称する。

研究科 専　　攻



（５）　職員数（本務者）の推移（学校基本調査）

区分/年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
事　務　系 17 19 16 17 26 27
技術技能系 5 5 6 6 7 6
医　療　系 1 1 1 1 1 1
教　務　系 12 13 16 18 16 15
そ　の　他 － － － － － －
計 35 38 39 42 50 49

（６）　学生数の推移（学校基本調査）

　　①　学科別学生数の推移（大学）

学年/年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
1 120 161 154 156 93 113
2 118 123 151 141 149 95
3 130 116 119 156 147 140
4 120 128 111 115 145 139
計 488 528 535 568 534 487

　　②　専攻別学生数の推移（大学院）

学年/年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
修士1年 15 － － － － －
修士2年 24 16 2 1 － －

博士（前期）1年 － 13 16 15 15 22
博士（前期）2年 － － 12 16 14 15
博士（後期）1年 － 4 1 1 4 2
博士（後期）2年 － － 4 1 2 4
博士（後期）3年 － － － 4 0 2

計 39 33 35 38 35 45



２　事業の状況（法人全体）

○　事業の状況

（１）法人本部

　　①　宇都宮文星女子高等学校体育館建設工事（女子高創設８０周年記念事業）

　　　　　工事場所 宇都宮市北一の沢町２４番３５号
　　　　　工事概要 鉄筋コンクリート造一部鉄骨造地上３階建

建築面積　２，２０５．９４㎡延床面積　５，０８９．８９㎡
工事業者 清水建設㈱関東支店
工　　　期 着手　　　　平成２０年１２月８日

完成引渡　平成２１年１２月１日
　　　　　請負代金の額１，４８０，０００千円

支払方法 平成２０年１２月２５日　　５００，０００，０００円
平成２１年１０月３０日　　５００，０００，０００円
平成２２年　３月３１日　　４８０，０００，０００円

資金調達 自己資金　　　　　９８０，０００千円
借入 ５００，０００千円
借入先 日本私立学校振興・共済事業団
借入期間 １０年
借入月 平成２２年　３月３１日　　
金利 １．２０％（固定）

　　②　運用債券（減価償却引当）の取崩

　　③　学校会計への繰出支出
　　　　(ｱ)　文星芸術大学附属中学校への繰出 １００，０００，０００円
　　　　(ｲ)　宇都宮文星短期大学への繰出 ３０，０００，０００円
　　　　(ｳ)　宇都宮文星女子高等学校への繰出 ４００，０００，０００円
　　　　(ｴ)　文星芸術大学への繰出 ８０，０００，０００円

（２）　文星芸術大学

　　①　第２実習棟増改築 ３４，７６０，０００円
　　②　校舎劣化修理 ２，５６７，２５０円
　　③　大講義室映像設備修繕工事 ５，５８６，０００円
　　④　備品購入・入替 １０，０２３，７４０円
　　⑤　自己点検及び評価報告書（第三者評価平成２１年度版）　　
　　　 作成大学基準協会に草案及び確定版提出済

（３）　宇都宮文星短期大学

　　①　受水槽改修・地下危険物貯蔵槽配管改修工事 ６，２４７，５００円
　　②　LPG気化装置改修工事 ４１４，６２４円
　　③　大講義室映像機器備品 １，７８１，６６４円

（４）　文星芸術大学附属高等学校

　　①　校舎改修工事 １０，０００，０００円
　　②　備品等購入 ８，２８５，０００円

（５）　文星芸術大学附属中学校

　　①　木造建屋解体工事 ４，０００，０００円
　　②　校舎他修繕工事 ６，５００，０００円
　　③　教材、備品購入・買替 ７，５０４，０００円

（６）　宇都宮文星女子高等学校
　　①　新体育館立替工事 ９８０，０００，０００円
　　②　パソコン教室改修工事 ６，９０６，２０７円
　　③　２号館トイレ改装工事 ４，８３０，０００円
　　④　放送・警報設備改修工事 １，０５０，０００円
　　⑤　機器備品購入・買替 １３，６１０，１１１円
　　⑥　図書館外壁改修工事 １，５７５，０００円

　　　　　平成２２年３月２０日に満期が到来した利付国庫債券５００，０００，０００円を解約し、宇都宮文星女子高等学校
　　　　体育館建設に係る清水建設㈱に対する第３回目の工事代金４８０，０００，０００円のうち４００，０００，０００円の
　　　　繰出支出を行った。女子高は差額の８０，０００，０００円については手元資金により対応した。



３　学生・生徒の在籍及び専任教職員の状況（法人全体）

①　各学校別平成２１年度入学者及び在籍者数

入学者 在学者 総合計
22 15 37
2 6 8

109 378 487
99 106 205

316 605 921
271 646 917
16 32 48

835 1,788 2,623

②　各学校専任教職員数

教　　　員 事務職員 合　　計
40 46 86
18 17 35
85 14 99
69 13 82
13 3 16

225 93 318

文星芸術大学大学院（博士）後期
文星芸術大学
宇都宮文星短期大学
文星芸術大学附属高等学校
宇都宮文星女子高等学校
文星芸術大学附属中学校

計

学　　校　　名
文星芸術大学
宇都宮文星短期大学
文星芸術大学附属高等学校
宇都宮文星女子高等学校
文星芸術大学附属中学校

計

学　　校　　名
文星芸術大学大学院（博士）前期



４　財務の状況（法人全体）

（１）　平成２１年度　資金収支計算書（法人全体）
（単位：万円）

収入の部 　

学生生徒納付金収入 （ 177,712） （ 175,647） （ 2,065 ）
授業料収入 103,067 101,475 1,592
実験実習費収入 6,259 6,069 190
入学金収入 13,920 13,977 -57
施設設備費収入 23,670 23,793 -123
教育充実費収入 30,796 30,333 463

手数料収入 （ 6,867 ） （ 6,640 ） （ 227 ）
入学検定料収入 6,560 6,397 163
試験料収入 75 25 50
証明手数料収入 232 218 14

寄附金収入 （ 1,099 ） （ 1,099 ） （ 0 ）
特別寄附金収入 1,099 1,099 0

補助金収入 （ 85,027 ） （ 85,219 ） （ -192 ）
国庫補助金収入 16,635 16,831 -196
地方公共団体補助金収入 68,392 68,388 4

資産運用収入 （ 1,705 ） （ 1,645 ） （ 60 ）
受取利息配当金収入 1,561 1,505 56
施設設備利用料収入 144 140 4

雑収入 （ 9,188 ） （ 8,811 ） （ 377 ）
退職金財団・社団収入 7,885 7,957 -72
その他の雑収入 1,303 854 449

借入金等収入 （ 50,000 ） （ 50,000 ） （ 0 ）
長期借入金収入 50,000 50,000 0

前受金収入 （ 34,317 ） （ 31,099 ） （ 3,218 ）
授業料前受金収入 8,863 8,210 653
入学金前受金収入 13,472 12,148 1,324
実験実習費前受金収入 964 865 99
教育充実費前受金収入 2,178 2,028 150
施設設備費前受金収入 8,840 7,848 992

その他の収入 （ 327,792） （ 261,218） （ 66,574 ）
前期末未収入金収入 17,627 17,397 230
預り金受入収入 247,352 183,190 64,162
立替金回収収入 6,000 5,608 392
借受金受入収入 13 13 0
仮払回収収入 10 -10
第４号基本金引当特定資産繰入収入 1,800 0 1,800
減価償却引当特定資産繰入収入 55,000 55,000 0

資金収入調整勘定 （ -35,678 ） （ -37,940 ） （ 2,262 ）
前期末前受金 -27,894 -29,274 1,380
期末未収入金 -7,784 -8,666 882

前年度繰越支払資金 109,775 109,775 0
収入の部合計 767,804 693,213 74,591

（単位：万円）
支出の部 　

人件費支出 （ 226,795） （ 219,149） （ 7,646 ）
教員人件費支出 171,965 164,869 7,096
職員人件費支出 46,915 46,301 614
役員報酬支出 30 22 8
退職金支出 7,885 7,957 -72

教育研究経費支出 （ 57,996 ） （ 45,018 ） （ 12,978 ）
消耗品費支出 2,569 1,611 958
実験実習費支出 3,180 2,972 208
印刷製本費支出 1,580 1,481 99
光熱水費支出 9,170 7,552 1,618
車輛燃料費支出 43 17 26
消耗備品費支出 1,810 780 1,030
旅費交通費支出 794 441 353
通信運搬費支出 460 406 54
修繕費支出 5,960 2,783 3,177
研究費支出 1,415 1,449 -34
保健衛生費支出 310 237 73
保険料支出 370 320 50

科　　　　目

科　　　　目 予　　　　算 決　　　　算 差　　　　異

予　　　　算 決　　　　算 差　　　　異



公租公課支出 35 31 4
委託料支出 3,540 3,008 532
賃借料支出 2,100 2,024 76
リース料支出 9,640 6,083 3,557
負担金支出 110 64 46
厚生費支出 133 100 33
渉外費支出 20 2 18
奨学金支出 14,617 13,549 1,068
雑費支出 140 108 32

管理経費支出 （ 25,682 ） （ 21,738 ） （ 3,944 ）
消耗品費支出 1,630 1,390 240
印刷製本費支出 2,120 1,708 412
光熱水費支出 1,640 1,436 204
車輛燃料費支出 349 249 100
消耗備品費支出 1,025 720 305
旅費交通費支出 545 477 68
通信運搬費支出 550 532 18
出版物費支出 10 6 4
修繕費支出 3,300 2,027 1,273
保健衛生費支出 315 260 55
保険料支出 398 279 119
公租公課支出 227 152 75
委託料支出 3,640 3,898 -258
賃借料支出 652 595 57
リース料支出 521 220 301
負担金支出 37 23 14
厚生費支出 135 95 40
渉外費支出 273 232 41
広報費支出 6,390 5,695 695
報酬支出 600 563 37
私大財団補助金返還支出 35 5 30
雑費支出 1,290 1,176 114

借入金等利息支出 （ 350 ） （ 227 ） （ 123 ）
借入金利息支出 350 227 123

施設関係支出 （ 102,420） （ 101,908） （ 512 ）
建物支出 4,420 3,908 512
建設仮勘定支出 98,000 98,000 0

設備関係支出 （ 8,050 ） （ 3,825 ） （ 4,225 ）
教育研究用機器備品支出 2,800 1,549 1,251
その他の機器備品支出 2,139 394 1,745
図書支出 1,000 943 57
車輛支出 211 211 0
記念館資料支出 1,900 728 1,172

資産運用 （ 2,700 ） （ 900 ） （ 1,800 ）
第４号基本金引当特定資産繰入支出 2,700 900 1,800

その他の支出 （ 270,787） （ 205,518） （ 65,269 ）
預り金支払支出 247,900 183,132 64,768
前期末未払金支払支出 16,840 16,722 118
立替金支出 6,033 5,641 392
仮払金支出 0 10 -10
仮受金支払支出 14 13 1

予備費 79,965 79,965
資金支出調整勘定 （ -6,941 ） （ -17,304 ） （ 10,363 ）
期末未払金 -6,941 -17,304 10,363

次年度繰越支払資金 0 98,282 -98,282
支出の部合計 767,804 679,261 88,543



（２）　平成２１年度　消費収支計算書（法人全体）
（単位：万円）

収入の部 　

学生生徒納付金 （ 177,712） （ 175,647） （ 2,065 ）
授業料 103,067 101,475 1,592
実験実習費 6,259 6,069 190
入学金 13,920 13,977 -57
施設設備費 23,670 23,793 -123
教育充実費 30,796 30,333 463

手数料 （ 6,867 ） （ 6,640 ） （ 227 ）
入学検定料 6,560 6,397 163
試験料 75 25 50
証明手数料 232 218 14

寄附金 （ 1,099 ） （ 2,689 ） （ -1,590 ）
現物寄附金 0 1,590 -1,590
特別寄附金 1,099 1,099 0

補助金 （ 85,027 ） （ 85,219 ） （ -192 ）
国庫補助金 16,635 16,831 -196
地方公共団体補助金 68,392 68,388 4

資産運用 （ 1,705 ） （ 1,507 ） （ 198 ）
受取利息配当金 1,561 1,367 194
施設設備利用料 144 140 4

雑収入 （ 1,303 ） （ 854 ） （ 449 ）
その他の雑収入 1,303 854 449

帰属収入合計 273,713 272,556 1,157
基本金組入額合計 61,440 27,845 33,595
消費収入の部合計 212,273 244,711 -32,438

（単位：万円）
支出の部 　

人件費 （ 218,910） （ 211,192） （ 7,718 ）
教員人件費 171,965 164,869 7,096
職員人件費 46,915 46,301 614
役員報酬 30 22 8

教育研究経費 （ 82,146 ） （ 72,644 ） （ 9,502 ）
消耗品費 2,569 1,611 958
実験実習費 3,180 2,972 208
印刷製本費 1,580 1,481 99
光熱水費 9,170 7,552 1,618
車輛燃料費 43 17 26
消耗備品費 1,810 780 1,030
旅費交通費 794 441 353
通信運搬費 460 406 54
修繕費 5,960 2,783 3,177
研究費 1,415 1,449 -34
保健衛生費 310 237 73
保険料 370 320 50
公租公課 35 31 4
委託料 3,540 3,008 532
賃借料 2,100 2,024 76
リース料 9,640 6,083 3,557
負担金 110 64 46
厚生費 133 100 33
渉外費 20 2 18
奨学金 14,617 13,549 1,068
雑費 140 108 32
減価償却額 24,150 27,626 -3,476

管理経費支出 （ 36,867 ） （ 34,389 ） （ 2,478 ）
消耗品費支出 1,630 1,390 240
印刷製本費支出 2,120 1,708 412
光熱水費支出 1,640 1,436 204
車輛燃料費支出 349 249 100
消耗備品費支出 1,025 720 305
旅費交通費支出 545 477 68
通信運搬費支出 550 532 18
出版物費支出 10 6 4
修繕費支出 3,300 2,027 1,273
保健衛生費支出 315 260 55

科　　　　目

科　　　　目 差　　　　異

予　　　　算 決　　　　算 差　　　　異

予　　　　算 決　　　　算



保険料支出 398 279 119
公租公課支出 227 152 75
委託料支出 3,640 3,898 -258
賃借料支出 652 595 57
リース料支出 521 220 301
負担金支出 37 23 14
厚生費支出 135 95 40
渉外費支出 273 232 41
広報費支出 6,390 5,695 695
報酬支出 600 563 37
私大財団補助金返還支出 35 15 20
雑費支出 1,290 1,176 114
減価償却額 11,185 12,641 -1,456

借入金等利息 （ 350 ） （ 227 ） （ 123 ）
借入金利息 350 227 123

資産処分差額 （ 0 ） （ 7,521 ） （ -7,521 ）
固定資産除却損 0 7,521 -7,521

徴収不能額 0 145 -145
消費支出の部合計 338,273 326,118 12,155

当該年度消費支出超過額 -126,000 -81,407
前年度繰越消費支出超過額 326,611 -265,125
翌年度繰越消費支出超過額 200,611 -346,532

（３）　平成２１年度　貸借対照表（法人全体）
（単位：万円）

資産の部

固定資産 （ 1,831,448） （ 1,812,209） （ 19,239 ）
有形固定資産 （ 1,759,384） （ 1,685,906） （ 73,478 ）
　　土地 697,977 697,977 0
　　建物 907,706 783,287 124,419
　　構築物 43,879 48,978 -5,099
　　教育研究用機器備品 32,990 28,767 4,223
　　その他の機器備品 6,300 8,257 -1,957
　　図書 35,303 34,397 906
　　記念館資料 30,471 29,742 729
　　車輛 3,053 2,796 257
　　立木 1,705 1,705 0
　　建設仮勘定 0 50,000 -50,000
その他の固定資産 （ 72,064 ） （ 126,303） （ -54,239 ）
　　借地権 2,024 2,024 0
　　電話加入権 117 117 0
　　水道施設利用権 185 185 0
　　杉並木 1,000 1,000 0
　　減価償却引当特定資産 45,038 100,177 -55,139
　　第４号基本金引特定資産 23,700 22,800 900

流動資産 （ 107,145） （ 127,480） （ -20,335 ）
　　現金預金 98,282 109,775 -11,493
　　立替金 33 0 33
　　未収入金 8,830 17,705 -8,875

資産の部合計 1,938,593 1,939,689 -1,096
（単位：万円）

負債の部

固定負債 （ 50000） （ 0 ） （ 50000）
　　長期借入金 45000 0 45000
　　短期借入金 5000 0 5000

流動負債 （ 50078） （ 47613） （ 2465）
　　　　　　未払金 17304 16722 582
　　前受金 31098 29274 1824
　　預り金 1676 1617 59

負債の部合計 100078 47613 52465

基本金の部

第１号基本金 2160546 2133501 27045
第４号基本金 24500 23700 800

科　　　　目

科　　　　目

科　　　　目

増　　　　減

本年度末 前年度末 増　　　　減

本年度末 前年度末

増　　　　減本年度末 前年度末



基本金の部合計 2185046 2157201 27845
消費収支差額の部

翌年度繰越消費支出超過額 -346530 -265125 -81405
消費収支差額の部合計 -346530 -265125 -81405

負債の部・基本金及び
消費収支差額の部合計

＜平成２１年度　決算の概要（法人全体）＞

　○　資金収支について

＜収入の部＞

＜支出の部＞

　○　消費収支について

(4)　貸借対照表関係比率　(法人全体）

№ 比率　/　年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
1 固定資産構成比率 91.4 93.8 93.0 93.4 94.5
2 流動資産構成比率 8.6 6.2 7.0 6.6 5.5
3 固定負債構成比率 0.0 0.0 0.0 0.0 2.6
4 流動負債構成比率 2.5 2.4 2.1 2.5 2.6
5 自己資金構成比率 97.5 97.6 97.9 97.5 94.8
6 消費収支差額構成比率 ▲ 1.1 ▲ 5.5 ▲ 8.1 ▲ 13.5 ▲ 17.9
7 固定比率 93.7 96.2 95.1 95.8 99.6
8 固定長期適合率 93.7 96.2 95.1 95.8 97.0
9 流動比率 350.7 253.2 327.7 267.7 214.0
# 総負債比率 2.5 2.4 2.1 2.5 5.2
# 負債比率 2.5 2.5 2.2 2.5 5.4
# 前受金保有率 449.1 311.1 424.0 375.0 316.0
# 退職給与引当預金率 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
# 基本金比率 100.0 100.0 100.0 100.0 97.3
# 減価償却比率 16.8 18.1 19.9 21.2 21.3

①
②

③
④

⑤

⑥

⑦　

⑧

⑨

⑩

科　　　　目

科　　　　目

-1,095

本年度末 前年度末 増　　　　減

本年度末 前年度末 増　　　　減

　自己資金構成比率は、平成17年度97.5%であったものが、平成21年度94.5%と若干数値が減少しているが、ほぼ一定し
ている。

　平成21年度借入金があったため、固定負債構成比率が発生している。

　消費収支計算においては、人件費・教育研究経費・管理経費等において対前年度実績額より低く、経費等の支出削減
が見られたものの、学納金等の収入が前年より減少したこと、建物等固定資産を取得したことにより、収支のバランスが
取れず消費支出超過となりました。

　流動資産構成比率は、平成17年度8.6%であったものが、平成21年度5.5%％と下降している、資金流動性の欠如であり
今後の検討課題である。

  固定資産構成比率は、平成17年度91.4%であったものが、上昇し、平成21年度は94.5%％となった。

　前受金保有率は、平成17年度449.1%であったが下降して、平成21年度は316.0%となっている。

　総負債比率は、平成17年度2．5％であり、以降の年度2％台を保っていたが、平成21年度借入金の実績により5．2％と
倍の比率となった。
　消費収支差額構成比率は、平成17年度より消費収支の差額は支出超過となっており、平成21年度マイナス17．9％と
なっている。
　負債比率は、平成17年度2．5％であり、以降の年度2％台を保っていたが、平成21年度借入金の実績により5．4％と
なっている。
　基本金比率は、平成17年度以降、基本金の要組み入れ額に対し、未組み入れ額はなく、100％を保持したが、平成21
年度一部借入金による基本金組入対象資産を取得したため97．3％になった。

　流動比率は、平成17年度350．7％と大きく100％を超えているものの、年度ごとに減少し、平成21年度214％となり、今
後の検討課題である。

　平成21年度、日本私立学校共済事業団からの借入金により、500,000,000円の収入がありました。学生・生徒在籍数
2,632名及び835名の学生・生徒の入学金等収入により学生生徒等納付金の収入が1,756,464,460円となり対前年比
4,81%の減となりました。補助金収入は852,185,933円で対前年比4.1%の減となった。雑収入は退職に係る交付金の収入
で88,112,585円となった。前受金収入は対前年比6.3%増で310,975,400円となりました。その他の収入は預り金・前期末未
収入金・特定資産繰入収入等で2,612,181,413円となり、前年度繰越支払資金を含め、収入合計が6,932,116,041円となり
ました。

　人件費は、退職金79,573,400円を含め、2,191,487,758円となりました。教育研究経費は450,190,904円となり対前年比
13,9%減、管理経費は217,443,039円で対前年比6%減となりました。借入金等利息2,268,493円、施設関係支出
1,019,081,945円、設備関係支出177,684,297円、資産運用支出9,000,000円、その他の支出2,055,179,734円となり、次年
度繰越支払資金が982,815,558円となりました。

1,938,594 1,939,689



＜比率分析の見方＞

１　固定資産構成比率

２　流動資産構成比率

３　固定負債構成比率

４　流動負債構成比率

５　自己資金構成比率

６　消費収支差額構成比率

７　固定比率

８　固定長期適合率

９　流動比率

10　総負債比率

11　負債比率

12  前受金保有率

13  退職給与引当預金率

14　基本金比率

15　減価償却比率

　固定資産の自己資金に対する割合で、土地・建物・施設等の固定資産にどの程度自己資金
が投下されているか、資金の調達と使途を対比させる比率であり、低い値が望ましい。固定資
産に投下した資金は返済する必要のない自己資金を充てることが望ましいが、外部資金の導
入をせざるを得ない場合が多く、この比率が１００％を超えることは少なくない。

　流動負債に対する流動資産の割合。１年以内に償還又は支払いのある流動負債に対し、現
金預金又は１年以内に現金化が可能な流動資産がどのくらい用意されているかの指標で、学
校法人の資金流動性、短期的な支払い能力を判断する指標で高い値が望ましい。この比率が
１００％を大幅に割っている場合は、流動負債を固定資産に投下していることが多く、資金繰り
に窮しているとみられる。

　消費収支差額の総資金に占める割合。各会計年度の消費収支差額の累積されたもので、高
い値が望ましい。この収支差額は、当然、支出超過より収入超過であることが望ましが、短年度
の消費収支分析と同様、消費収支差額は基本金組入れ状況に左右されるため、基本金の内訳
と構成比率とを併せて検討する必要がある。

　流動資産の総資産に占める割合。この比率は、固定資産構成比率とともに資産構成のバラン
スを全体的に見た指票となり高い値が望ましい。流動資産の多くは現金預金で、その他短期有
価証券、未収入金がある。この比率が高いことは、資産の中で現金又は1年以内に現金化が可
能な資産の比重が大きいことを示し、資金流動性に富んでいる。逆に低い場合は、流動性に欠
け資金繰りが苦しいと判断できる。

　固定資産の、自己資金と固定負債を合計した長期資金に対する割合。この比率は、固定比率
を補完し、固定資産の取得のためには、長期間活用できる安定した資金として、自己資金の他
短期的に返済を迫られない長期借入金でこれを賄うべきである原則に、どれだけ適合している
かを示す。この比率は１００％以下で低い値が望ましい。

　固定負債の退職給与引当金と、その他の固定資産の退職給与引当特定資産との関係比率。
引当金に見合う資算を引当特定資産として保有しているかを判断する指標で、高い値が望まし
い。

基本金組入対象資産額である要組入額に対する組入済基本金の割合。この比率の上限は１０
０％であり、１００％に近いほど未組入額が少ないことを示し、高い値が望ましい。未組入額が
あることは、借入金又は未払金で基本金組入対象資産を取得していることを示す。

減価償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合。建物・設備等の固定資産を中心と
する減価償却資算は、対応年数に応じて減価償却が実施されている。取得価額と残存価額と
の差である償却累計額が、取得価額に対してどの程度になっているを見る比率。

　基本金と消費収支差額を合計した自己資金の総資金に占める割合。学校法人の資金の調達
を分析するうえで、重要な指標で、高い値が望ましい。この値が高い程財政的に安定し、５０％
を割ると他人資金が自己資金を上回ることを示す。

　他人資金と自己資金との関係比率。この比率は、他人資金が自己資金を上回っていないかど
うかをみる指標で、１００％以下で低い値が望ましい。

　流動負債の前受金と流動資産の現金預金との関係比率。この比率は、翌年度の帰属収入と
なる学納金等を当該年度に前受金とした場合に資金が翌年度繰越支払資金として、当該年度
末に保有されているかを示すもの。この比率が１００％を割り込むことは、前受金が先食いされ
ているか、現金預金以外のものに運用されているか表す。

　固定資産と流動負債を合計した負債総額の総資産に対する割合。この比率は、総資産に対
する他人資金の比重を評価しており、この比率は低いほど望ましく、５０％を超えると負債総額
が自己資金を上回ることになり、１００％を超えると負債総額が資産総額を上回り、債務超過と
なる。

　固定負債の総資産に占める割合。この比率は流動負債構成比率とともに負債構成のバラン
スと比重を評価し、低い値が望ましい。この比率は長期的な債務の割合をみるものである。

　流動負債の総資金に占める割合。この比率は、固定負債構成比率とともに負債構成バランス
と比重を評価し、低い値が望ましい。短期的な債務の比重を示す。

　有形固定資産とその他の固定資産を合計した固定資産の総資産に占める割合。流動資産構
成比率とともに資産構成のバランスを見るための指標となり、低い値が望ましい。一般的にこの
比率が高い場合には、資産の固定化が進み流動性に欠けている評価となるが、最近では各種
の引当特定資産が増加し、その他の固定資産の割合が高くこの評価で判断することが適切で
ない場合もある。



（５）　大学の財務の状況

　　１　資金収支推移　(大学単独）
（単位：万円）

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
学生生徒納付金収入 75,694 76,963 79,230 72,719 67,633
手数料収入 630 656 461 409 290
寄附金収入 0 0 0 0 0
補助金収入 10,640 8,727 8,295 12,866 1,109
資産運用収入 176 105 132 114 71
資産売却収入 0 0 0 0 0
雑収入 1,684 1,758 615 4,997 1,667
事業収入 0 0 0 0 0
前受金収入 14,842 14,720 9,063 10,515 11,401
その他の収入 16,380 44,991 16,355 11,989 29,274
資金調整勘定 ▲ 184,276▲ 171,722▲ 155,533▲ 145,029▲ 125,941
前年度繰越支払資金 27,080 38,465 19,665 16,323 14,204
収入の部合計 ▲ 37,15014,663 ▲ 21,717▲ 15,097▲ 292
人件費支出 53,651 55,813 60,492 70,204 63,355
教育研究経費支出 12,321 11,270 13,429 12,983 11,273
管理経費支出 9,527 10,829 10,744 10,364 9,213
借入金等返済利息支出 0 0 0 0 0
借入金等返済支出 0 0 0 0 0
施設関係支出 0 53,132 0 0 3,486
設備関係支出 2,408 1,905 2,521 952 1,584
資産運用支出 0 0 0 0 0
その他の支出 12,371 16,805 14,863 11,278 20,571
資金支出調整勘定 ▲ 454 ▲ 2,089▲ 1,083▲ 45,564▲ 3,944
次年度繰越支払資金 38,465 19,665 16,323 14,204 13,949
支出の部合計 128,289 167,330 117,289 74,421 119,487

　　2　消費収支推移　(大学単独）  
（単位：万円）

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
学生生徒納付金 75,694 76,963 79,230 72,719 67,633
手数料 630 656 461 409 290
寄附金 0 0 0 56 901
補助金 10,640 8,727 8,295 12,866 11,091
資産運用収入 176 105 132 114 71
資産売却 0 0 0 0 0
雑収入 517 265 281 304 357
事業収入 0 0 0 0 0
　 0 0 0 0 0
　 0 0 0 0 0
帰属収入合計 87,657 86,716 88,399 86,468 80,343
基本金組入額  2,408  55,038  2,521  1,009 ▲ 9,611
消費収入の部合計 85,249 31,678 85,878 85,459 89,954
人件費 52,484 54,321 60,157 65,510 62,046
教育研究経費 19,778 18,878 21,618 21,314 19,904
管理経費 12,723 14,089 14,253 13,934 12,912
借入金等返済利息 0 0 0 0 0
　 0 0 0 0 0
　 0 0 0 0 0
資産処分差額 0 0 0 0 1
徴収不能引当繰入 47 0 0 0 0
徴収不能額 0 0 353 67 102
消費支出の部合計 85,032 87,288 96,381 100,825 94,965

217 ▲ 55,610▲ 10,503▲ 15,366▲ 5,011

　　　科目　/　年度

収
入
の
部

支
出
の
部

収
入
の
部

支
出
の
部

　　　科目　/　年度

当年度消費収入超過額



　　②　消費収支比率　(大学単独）

№ 比率　/　年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
1 人件費比率 59.9 62.6 68.1 75.8 77.2
2 人件費依存率 69.3 70.6 75.9 90.1 91.7
3 教育研究経費比率 22.6 21.8 24.5 24.6 24.8
4 管理経費比率 14.5 16.2 16.1 16.1 16.1
5 借入金等利息比率 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
6 帰属収支差額比率 3.0 ▲ 0.7 ▲ 9.0 ▲ 16.6 ▲ 18.2
6 消費支出比率 97.0 100.7 109.0 116.6 118.2
7 消費収支比率 99.7 275.5 112.2 118.0 105.6
8 学生生徒等納付金比率 86.4 88.8 89.6 84.1 84.2
9 寄附金比率 0.0 0.0 0.0 0.1 1.1
# 補助金比率 12.1 10.1 9.4 14.9 13.8
# 基本金組入率 2.7 63.5 2.9 1.2 ▲ 12.0　
# 減価償却費比率 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 　

①

②
③
④

＜比率分析の見方＞

１　人件費比率 　帰属収入に対する人件費の割合を示す比率で低い方か望ましい。

２　人件費依存率 　学生生徒納付金に対する人件費の割合で低い方が望ましい。

３　教育研究経費比率

４　管理経費比率

５　借入金等利息比率

６　消費支出比率

７　消費収支比率

８　学生生徒等納付金比率

９　寄附金比率

10　補助金比率

12  基本金組入率

13  減価償却費比率

　帰属収入から基本金に組入をしたかを示す比率。学校法人の事業のうち、資産の取得のため
に支出した額又は、第２号基本金の計画組入れ、第３号・第４号基本金等の恒常的支払い資金
への組み入れとあり基本金組入額として、帰属収入から差し引き消費収入額を算出する。

　減価償却費の消費支出に占める割合。当該年度の消費支出のうち、減価償却費がどの程度
になっているかを見る比率

　学生生徒等納付金の帰属収入に占める割合。帰属収入の中で最大の比重を占めており、補
助金や寄附金と比べ第三者の意向に左右されない重要な自己財源である。この比率が高水準
で安定的に推移する。

　消費支出の消費収入に対する割合を示す。100％を超えると支出超過となり、１００％未満で
あると収入超過となる。

　人件費比率は、平成1７年度59.5％であったものが、平成21年度は77.2％と増加にあり、人件費依存率も同じく増加に
ある。今後に向けて人件費の抑制に努める必要がある。

　国庫・地方公共団体の補助金の帰属収入に占める割合。学生生徒等納付金に次ぐ第二の
収入源になる私立学校には、必要不可欠のものとなっているが、この比率が高いということ
は、自主財源が低いことを示すことで、国・地方公共団体の財政事情の影響を受け易くなる。

　消費収支比率は、平成17年度100.2％であったものが年次上昇し、平成21年度には、105.6％になっており、経費等支
出の見直しが急務となっている。

　教育研究経費の帰属収入に対する割合で、この経費は教育研究活動の維持・発展には不可
欠なもので消費収支の均衡を失わない限り高い方が望ましい。

　管理経費の帰属収入に対する割合でる。学校法人の運営の為には、ある程度の経費の支出
は止むを得ないが、比率としては低い方が望ましい。

　借入金等利息の帰属収入に対する割合である。借入金等利息は、資金調達を他人資金に依
存しなければ発生しない比率で低い方が良い。

　消費支出の帰属収入に対する割合。この比率が低い程、自己資金は充実することになり、資
金に余裕があるとみなすことができる。また、100％を超えると著しく経営を窮迫していることを
意味する。

　寄附金の帰属収入に占める割合。一定水準の寄附金収入が確保されることは、経営安定の
ためには好ましい、寄附金を恒常的に確保するのは容易ではないが、確保に努める必要があ
り、高い比率が望ましい。

　教育研究経費比率・管理経費比率につては、各年ほぼ一定の水準を保っている。
　消費支出比率は、平成17年度97.5％が平成21年度118.2％と上昇しており、今後、その抑制に努める必要がある。



（６）　平成２１年度財産目録
（平成２２年３月３１日現在）

資産の部 （単位：万円）

土地 175,462.76㎡ 697,977
建物 58,354.55㎡ 907,706
構築物 71 箇所 43,879
教育研究用機器備品 32,990
その他の機器備品 6,300
図書 80,284 冊 35,303
記念館資料 30,471
車輛 11 台 3,053
立木 1,705
電話加入権 13 件 117
水道施設利用権 1 件 185
杉並木 1 本 1,000
借地権 1 口 2,024
減価償却引当特定資産 45,038
第４号基本金引当特定資産 23,700
現金・預金 98,282
立替金 33
未収入金 8,830
資産の部合計 1,938,593

負債の部

固定負債 50,000
　　長期借入金 45,000
　　短期借入金 5,000
流動負債 50,078
　　未払金 17,304
　　前受金 31,098
　　預り金 1,676
負債の部合計 100,078

純資産の部
　　資産の部 1,938,593
負債の部 100,078
差引純資産 1,838,515

５　監事による監査報告書

種　　別

種　　別 数　　量 金　　額

数　　量 金　　額




